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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 2014年８月 2015年８月 2016年８月 2017年８月 2018年８月

売上高 （百万円） － － － － 76,798

経常利益 （百万円） － － － － 1,036

親会社株主に帰属する当

期純利益
（百万円） － － － － 457

包括利益 （百万円） － － － － 483

純資産額 （百万円） － － － － 29,360

総資産額 （百万円） － － － － 57,990

１株当たり純資産額 （円） － － － － 1,063.22

１株当たり当期純利益金

額
（円） － － － － 16.63

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） － － － － 16.60

自己資本比率 （％） － － － － 50.5

自己資本利益率 （％） － － － － 1.56

株価収益率 （倍） － － － － 61.82

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） － － － － 5,942

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） － － － － 942

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） － － － － △2,156

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） － － － － 17,864

従業員数

（人）

－ － － － 1,010

（外、平均臨時雇用者

数）
(－) (－) (－) (－) (2,651)

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第39期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 2014年８月 2015年８月 2016年８月 2017年８月 2018年８月

売上高 （百万円） 75,848 78,228 86,462 80,028 76,623

経常利益又は経常損失

(△)
（百万円） 1,652 2,284 3,677 △2,888 968

当期純利益又は当期純損

失（△）
（百万円） 421 742 1,754 △4,421 298

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － － － －

資本金 （百万円） 6,195 6,195 6,195 6,195 6,195

発行済株式総数 （株） 29,631,500 29,631,500 29,631,500 29,631,500 29,631,500

純資産額 （百万円） 32,869 33,422 34,535 29,532 29,355

総資産額 （百万円） 58,560 63,710 64,202 59,908 57,934

１株当たり純資産額 （円） 1,206.13 1,225.16 1,260.09 1,074.23 1,063.03

１株当たり配当額

（円）

15.00 20.00 30.00 20.00 20.00

（内１株当たり中間配当

額）
(10.00) (10.00) (15.00) (10.00) (10.00)

１株当たり当期純利益金

額又は１株当たり当期純

損失金額（△）

（円） 15.51 27.30 64.35 △161.40 10.85

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 15.43 27.16 63.76 － 10.83

自己資本比率 （％） 56.0 52.3 53.7 49.2 50.5

自己資本利益率 （％） 1.28 2.25 5.18 △13.84 1.02

株価収益率 （倍） 44.55 35.60 16.92 － 94.75

配当性向 （％） 96.7 73.3 46.6 － 184.3

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） 148 6,999 △2,889 △2,294 －

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △2,552 △1,884 △3,118 △4,074 －

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △1,806 △1,830 226 3,304 －

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 18,491 21,775 15,993 12,928 －

従業員数

（人）

941 940 954 998 991

（外、平均臨時雇用者

数）
(3,045) (2,806) (2,978) (3,003) (2,640)

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第38期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当

期純損失金額であるため記載しておりません。

３．第38期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。

４．第39期より連結財務諸表を作成しているため、第39期の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動に

よるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載

しておりません。
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２【沿革】

年月 概要

1980年４月 現代表取締役会長がジーンズカジュアル衣料の小売業を目的とし、資本金４百万円にて株式会社

ライトオンを設立。本店を東京都杉並区に置く。首都圏１号店を東京都杉並区に出店し販売を開

始する。

1985年４月 茨城県つくば市の将来性と商圏内におけるジーンズカジュアル衣料店の未開拓と採算性に着目

し、茨城県第１号店をつくば市に出店。（つくば吾妻店）

つくば吾妻店の成功により、出店目標を首都圏から地方都市圏に変更する。

1987年３月 大型駐車場を装備したロードサイド型専門店１号店を土浦市に出店。（土浦店）

1987年９月 本店所在地を東京都立川市に移転する。

茨城県を中心として、北関東及び東関東地域のドミナント戦略をスタートする。

1988年５月 つくば市に本部事務所を設置。

1990年10月 千葉県１号店を鎌ケ谷市に出店。（鎌ケ谷店）

1990年11月 栃木県１号店を黒磯市に出店。（黒磯店）

1990年12月 群馬県１号店を桐生市に出店。（桐生店）

1991年４月 埼玉県１号店を上尾市に出店。（上尾店）

1991年９月 新潟県１号店を中蒲原郡に出店。（新潟亀田店）

1992年３月 岐阜県１号店を可児市に出店。（可児店）

1993年３月 棚卸ロス低減を目的として防犯システムを導入。

福島県１号店を郡山市に出店。（郡山安積店）

1993年８月 全店にＰＯＳシステムを導入。

1993年11月 愛知県１号店を安城市に出店。（安城店）

三重県１号店を四日市市に出店。（四日市店）

店舗数が50店舗を超える。

1993年12月 奈良県１号店を奈良市に出店。（奈良店）

滋賀県１号店を栗太郡に出店。（栗東店）

1994年３月 本部機能の拡大に伴い、本部事務所を新社屋に移転する。

1994年10月 山梨県１号店を中巨摩郡に出店。（甲府昭和店）

1994年11月 本店所在地を本部事務所（茨城県つくば市東新井37番地１）に移転する。

1995年５月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

1995年９月 北海道１号店を登別市に出店。（登別店）

1995年10月 宮城県１号店を仙台市に出店。（仙台中田店）

長野県１号店を上田市に出店。（上田店）

1995年12月 店舗数が100店舗を超える。

1996年８月 全店に第２次ＰＯＳシステムを導入。

1996年11月 京都府１号店を京都市に出店。（京都近鉄桃山店）

1997年３月 茨城県にアウトドア専門店「ＣＡＭＰ７」を出店。（キャンプセブンつくば店）

1997年４月 大阪府１号店を藤井寺市に出店。（藤井寺ＡＰＴ店）

1997年12月 福岡県１号店を福岡市に出店。（天神ショッパーズ店）

1998年９月 香川県１号店を高松市に出店。（ゆめタウン高松店）

1999年４月 広島県１号店を福山市に出店。（福山店）

1999年９月 岡山県１号店を倉敷市に出店。（倉敷イオン店）

1999年10月 神奈川県１号店を横浜市に出店。（東戸塚店）

静岡県１号店を浜松市に出店。（浜松入野店）

2000年２月 東京証券取引所市場第一部に上場。

2000年４月 長崎県１号店を長崎市に出店。（長崎夢彩都店）

兵庫県１号店を神戸市に出店。（ステーションパーク小束山店）

2000年５月 富山県１号店を高岡市に出店。（高岡店）

2000年７月 大分県１号店を大分市に出店。（大分三光店）

2000年９月 佐賀県１号店を佐賀郡に出店。（大和イオン店）

熊本県１号店を下益城郡に出店。（熊本南ダイヤモンドシティ店）

2000年11月 福井県１号店を福井市に出店。（福井大和田アピタ店）

2000年12月 愛媛県１号店を松山市に出店。（パルティ・フジ衣山店）

2001年１月 高知県１号店を高知市に出店。（高知イオン店）

和歌山県１号店を那賀郡に出店。（オーストリート打田店）

2001年４月 全店に店舗支援ｗｅｂシステムを導入。

2001年７月 東京都渋谷区に東京事務所を設置。

2001年12月 石川県１号店を松任市に出店。（松任アピタ店）
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年月 概要

2002年９月 岩手県１号店を北上市に出店。（北上さくら野店）

アウトレット事業の展開を開始。（ライトオン・セカンド）

2002年10月 青森県１号店を弘前市に出店。（弘前さくら野店）

2004年３月 宮崎県１号店を都城市に出店。（都城大丸センターモール店）

2004年４月 山口県１号店を下関市に出店。（長府ゆめタウン店）

2004年６月 秋田県１号店を横手市に出店。（横手南イオンスーパーセンター店）

2004年９月 新業態店舗「ＦＬＡＳＨ ＲＥＰＯＲＴ」「ＳＰＩＣＥ ＩＳＬＡＮＤ」の出店。

2004年12月 山形県１号店を酒田市に出店。（酒田ロックタウン店）

2005年９月 新業態店舗「ＭＰＳ」の出店。

2005年11月 鳥取県１号店を鳥取市に出店。（鳥取トリニティモール店）

2006年４月 徳島県１号店を名西郡に出店。（フジグラン石井店）

2006年８月 本店所在地及び本部事務所を茨城県つくば市吾妻一丁目11番１に移転する。

2006年９月 鹿児島県１号店を鹿児島市に出店。（スクエアモール鹿児島宇宿店）

2006年10月 沖縄県１号店を糸満市に出店。（沖縄しおざきシティ店）

2008年６月 島根県１号店を出雲市に出店。（ゆめタウン出雲店）

2008年11月 Ｅコマース事業の展開を開始。

2008年12月 新業態店舗「ラプア」の出店。

2010年３月 東京都渋谷区神宮前に原宿デザインオフィスを設置。

2011年８月 株式会社チャイムを吸収合併。

2012年２月 新業態店舗「ソルト＆ペッパー」の出店。

2012年３月 東京都渋谷区神南に渋谷デザインオフィスを設置。（原宿デザインオフィスからの移転）

2013年12月 新業態店舗「バックナンバー」の出店。

2016年８月 台灣萊特昂股份有限公司（現連結子会社）を設立。

2016年10月 新規アウトレット業態としてプレミアムアウトレットに出店。（ＢＡＣＫ ＮＵＭＢＥＲ あみプ

レミアム・アウトレット店）

2016年11月 東京都渋谷区神宮前に原宿デザインオフィスを設置。（渋谷デザインオフィスからの移転）

2017年３月 都心旗艦店を東京都渋谷区神宮前に出店。（ＨＡＲＡＪＵＫＵ ＴＯＫＹＯ店）

2017年４月 新業態店舗「ノーティードッグ」の出店。

2017年４月 台湾１号店を台北市に出店。（微風復興店）

2018年４月 東京都渋谷区神南にＨＡＲＡＪＵＫＵ　ＨＥＡＤ　ＯＦＦＩＣＥを設置。

2018年８月 期末現在498店舗。

 

３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社（台灣萊特昂股份有限公司）１社で構成され、ジーンズを中核アイテム

としたカジュアルウェア及び雑貨の販売を主たる業務としております。

当社は、ショッピングセンター型を主としたジーンズカジュアルの専門店であり、当連結会計年度末店舗数は

495店舗となっております。

連結子会社（台灣萊特昂股份有限公司）は、台湾における衣料品及び雑貨の販売を主たる業務として2016年８

月に設立し、当連結会計年度末期末店舗数は３店舗となっております。

 

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所
有割合又は
被所有割合

関係内容

（連結子会社）      

台灣萊特昂股份有限公司

（注）
台湾台北市

29百万

台湾ドル

衣料品及び雑貨の

販売
100％ 役員の兼任２名

（注）債務超過会社であり、債務超過額は、2018年８月20日時点で70百万台湾ドルであります。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

2018年８月20日現在
 

 従業員数（人）

従業員（人） 1,010（2,651）

（注）１．当社グループは単一のセグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は、（　）内に１日８時間換算による年間の

平均人員を外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

2018年８月20日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

991（2,640） 32.5 9.9 4,173

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は、（　）内に１日８時間換算による年間の

平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外給与及び賞与を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は以下のとおりであります。なお、文中における将

来に関する事項は、別段の記載がない限り、当連結会計年度末（2018年８月20日）現在において当社グループが

判断したものであります。

 

当社グループは、以下の経営理念「ＭＩＳＳＩＯＮ」「ＰＯＬＩＣＹ」を定めています。

・ＭＩＳＳＩＯＮ（私たちの使命）：

私たちは、人々の生活を楽しく豊かなものにするため、世代を超え、愛され続けるジーンズの魅力を発信して

いきます。

 

・ＰＯＬＩＣＹ（私たちの方針）：

１．お客様を第一に考え、お客様に喜んでいただける会社を目指します。

２．誠実さと公正さをもって、社会から信頼される会社を目指します。

３．人を育て、人を活かし、働き甲斐のある会社を目指します。

 

当社グループは、中期的には収益性の改善が第一の課題と捉え、以下の主力テーマを掲げ、中期的な経営目標

といたします。

・「ジーンズセレクトショップへビジネスモデルの転換を図る」

・「ＢＡＣＫ ＮＵＭＢＥＲをグローバルブランドにする」

・「ＥＣを成長戦略の中核としていく」

 

売上高　　：「全社売上高前年比　平均100％以上、ＥＣ関与売上10％」

　　　　　　既存店舗の収益改善、新店の出店基準の見直し、ＥＣ事業と実店舗の連動

 

在庫回転率：「在庫回転率3.6回転以上」

　　　　　　品番数・在庫の削減→見やすく、常に新鮮な売場

 

経常利益率：「経常利益率６％以上」

　　　　　　価格訴求型から価値訴求型へ、ＳＣＭ推進による売上総利益率の向上

 

中期経営計画「ＮＥＸＴ36」の主要施策

１．商品計画の精度向上

真の５適「適時・適品・適量・適所・適価」を実現するための「より細やかな商品計画（52週商品計画）」

や「各店舗の特性を加味した商品計画（個店別商品計画）」など商品計画の精度向上。

２．商品力の強化

「ＭＤ検証の強化による商品の差別化、あるべき商品の品揃えの実現」、「品質のさらなる向上、ＱＲの仕

組みづくりなどサプライチェーンの強化」、「ナショナルブランドの強化（デニムブランドをはじめとした圧

倒的な品揃え）」など商品力の強化。

３．販売力の強化

「教育の拡充、継続的な日々の研鑽による販売知識・技術の強化」や「お客様の声を商品・サービスの改善

につなげる」など販売力の強化。

４．販売促進の強化

「ＴＶＣＭ」、「サイト・アプリの利便性の向上などＣＲＭの強化」、「動画で商品の良さをわかりやすく

表現（店頭、ＷＥＢ、ＳＮＳ）」など販売促進の強化。

５．ブランディングに向けて

「店舗設計・内装やインストアプロモーションの変革」、「ＶＭＤの確立（見やすく買いやすい売場の実

現、プレゼンテーション能力の向上）」などブランディングに向けた視覚的表現の統一。

６．積極的なリニューアル

「既存店の活性化、売上増」と「好立地、大型区画への新規出店の可能性をひろげる」ための積極的なリ

ニューアル。
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７．Ｅコマース事業の本格化

「既存ＥＣの売上拡大（オムニチャネル化の推進、１ｔｏ１マーケティングへのシステム投資、コンテンツ

強化、ＥＣロジスティクス業務の機能向上）」、「新規ＥＣ店舗の出店」、「越境ＥＣを含む海外展開」など

Ｅコマース事業の本格化。

８．ロジスティクスの進化

「物流機能の集約によるリードタイムの短縮」、「海外アソートの強化による国内物流加工費の削減」、

「店舗作業の物流移管による店舗ローコストオペレーションの推進」などロジスティクスの進化。

９．人材開発・教育

「将来に向けての積極的な人材投資（教育体系の整備、変革・挑戦する行動を評価する人事制度の構築・運

用、現場への責任と権限の委譲、外部人材の積極招聘）」、「東京オフィスの機能強化（人材採用活動、商品

企画の拠点としての機能を追加）」など人材開発・教育の強化。

10．新たな出店への挑戦

「ライトオン業態に次ぐ柱となる業態の開発」、「海外出店」、「アウトレットモールへの出店」、「都市

部への出店、旗艦店の開発」など新たな出店への挑戦。

 

上記計画のもと、当社グループは選ばれ続ける「地域Ｎｏ.１店舗」を目指し、幅広いお客様にご満足いただけ

る品揃え、魅力的な販売促進活動、接客サービスの向上に努め、売上・利益の最大化、お客様から選ばれるジー

ンズセレクトショップとして企業価値向上に努めてまいります。

 

２【事業等のリスク】

以下に記載する事項は、当社グループの事業その他のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性があると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項

についても、投資者の投資判断上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示

の観点から以下に開示しております。なお、文中における将来に関する事項は、別段の記載がない限り、当連結

会計年度末（2018年８月20日）現在において当社グループが判断したものであります。

 

１．消費者の嗜好の変化などに伴うリスク

当社グループが取扱う商品は、消費者の嗜好の変化による影響を受けやすいため、消費者の需要動向にあっ

た商品の仕入れが行われなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

２．気象状況などによるリスク

当社グループが取扱う商品は、天候の状況により売上が影響を受けやすいため、冷夏暖冬などの天候不順や

台風といった予測不能な気象状況が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

３．仕入先に関するリスク

当社グループの仕入先の信用不安や経営環境の悪化、経営破綻などにより、商品の供給が減少した場合、当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

４．店舗賃借に伴うリスク

当社グループの店舗の大部分は、ディベロッパーや地主から賃借しており、出店にあたり保証金を差し入れ

ております。契約に際しては、相手先の信用状態を判断した上で出店の意思決定をしておりますが、倒産その

他賃貸人の信用状態の悪化等の事由により、差し入れた保証金の全部又は一部が回収できなくなる場合、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、ロードサイド型店舗については、賃貸借期間が10～

15年と長期にわたるものが多く、基本的に保証金は契約期間が満了しなければ返金されません。当連結会計年

度末時点における敷金及び保証金残高は10,262百万円であり、総資産の17.7％を占めております。

この他、当社グループのショッピングセンター内の賃借店舗では、毎日の売上金は当該ショッピングセン

ターのディベロッパー等に預託され、一定期間の後、当社グループに返還されるまでは、未収入金となりま

す。これについては、預託相手先であるディベロッパー等の倒産等の事由により、全額又は一部が回収できな

くなる場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。当連結会計年度末時点におけるディベ

ロッパー等への預託に係る未収入金残高は1,391百万円であり、総資産の2.4％を占めております。

また賃借店舗については定期建物賃貸借契約を締結している場合がありますが、借地借家法第38条により契

約期間満了後、当社に再契約の意思があったとしても、相手方の意思により再契約ができない可能性がありま

す。この場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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５．出退店に関するリスク

出店については、集客の見込めるショッピングセンターへの出店が大部分を占めております。当該ショッピ

ングセンターの出店計画が変更になった場合、当社グループの出店計画に影響を及ぼすことがあります。

ショッピングセンターへのテナント出店は、契約期間が短く、退店が容易である反面、テナント間の出店競争

により、賃料が上がる可能性があります。またディベロッパーによるテナントの区画移動計画により、営業店

舗の移動が発生した場合、固定資産除却損等の一時費用が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

退店については、スクラップ＆ビルド等によって業績への影響を小さくするようにしておりますが、退店を

意思決定した場合にはその時点で減損損失が発生し、また退店時には店舗閉鎖損失が発生する場合がありま

す。この場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

６．顧客情報の流出に関するリスク

当社グループは、お客様から得た個人情報に関しては漏洩が生じないように万全の対策を講じており、従業

員への徹底も研修等にて行っておりますが、何らかの事情により、お客様の個人情報が漏洩した場合は、信頼

の毀損により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

７．業態開発に伴うリスク

当社グループは、業容拡大のため積極的に業態開発を進めておりますが、市場環境の変化や、顧客への浸透

が想定通りに進捗せず、計画していた売上を見込めない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

８．パートタイム従業員に係る費用の増加リスク

当社グループは多数のパートタイム従業員を雇用しております。パートタイム従業員は当社グループの従業

員に占める比率が高いため、種々の要因によりパートタイム従業員に係る費用が増加した場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

９．災害等に伴うリスク

当社グループは、日本国内及び台湾国内に店舗を有しており、大規模な地震、台風、洪水などの自然災害、

事故、火災、テロなどの災害が発生した場合、店舗運営や商品供給等に支障をきたし、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」と

いう。）の状況の概要は次のとおりであります。また、前事業年度において、非連結子会社であった台灣萊特昂

股份有限公司は、会計上に与える重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

なお、当連結会計年度は連結財務諸表作成初年度であるため、前事業年度との比較は行っておりません。ま

た、当社は単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

①財政状態及び経営成績等の状況

当連結会計年度（2017年８月21日～2018年８月20日）におけるわが国経済は、各種政策の効果により企業収

益、雇用情勢や所得環境に改善傾向が見られ、緩やかな回復傾向にありました。先行きに関しましては、引き続

き緩やかに回復していくことが期待されるものの、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動、各国の政策動向

の影響が懸念される状況にあります。

このような状況の中、当社グループ（当社及び連結子会社）は「ブランディングの基礎を築き、ジーンズカ

ジュアルのリーディングカンパニーを目指す」をスローガンに「地域Ｎo．１店舗」としてお客様からご支持いた

だける店舗づくりに取り組んでまいりました。

商品面におきましては、ナショナルブランドとの取り組みを強化し、数多くの別注商品を展開するなど、品揃

えの充実に努めました。プライベートブランドにおきましても、ラインナップを充実させた和紙デニムシリー

ズ、トレンドのシルエットを取り入れたＳＡＬＡＳＡＬＡシリーズ等、ファッション性と機能性を兼ね備えた商

品を提供することで、幅広いお客様にご満足いただける品揃えの実現を目指してまいりました。

販促活動におきましては、当社グループのキーアイテムであるジーンズをメインに、「商品の良さを伝える」

積極的な情報発信を行い、ブランディング活動の一環として取り組んでまいりました。また既存の販促メディア

から、ＳＮＳ・デジタルメディアへの移行を推進することで、より多くのお客様へのアプローチを行い、来店客

数の向上に努めました。

国内店舗展開におきましては、トリエ京王調布店（東京都調布市）をはじめ、11店舗の出店、29店舗の退店を

実施し、当連結会計年度末店舗数は495店舗となりました。既存店舗におきましては、お客様がより見やすく選び

やすい売場実現に向けたリニューアル、陳列什器の入れ替えやディスプレイ用マネキンの追加投入など、売場の

活性化を積極的に行ってまいりました。

また、連結子会社の台灣萊特昂股份有限公司は、１店舗を出店し、当連結会計年度末店舗数は３店舗となり、

グループ全体での新規出店は12店舗、退店数は29店舗、当連結会計年度末の店舗数は498店舗となりました。

この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。

 

ａ．財政状態の状況

資産

当連結会計年度末における総資産は、57,990百万円となりました。

流動資産は、36,659百万円となり、主な内訳は、現金及び預金17,865百万円、受取手形及び売掛金1,730百万

円、商品14,587百万円等であります。

有形固定資産は、9,824百万円となり、主な内訳は、建物及び構築物7,152百万円等であります。

投資その他の資産は10,944百万円となり、主な内訳は、退職給付に係る資産320百万円、敷金及び保証金10,262

百万円等であります。

負債

当連結会計年度末における負債合計は、28,629百万円となりました。

流動負債は、17,047百万円となり、主な内訳は、支払手形及び買掛金1,435百万円、電子記録債務7,460百万

円、１年内返済予定の長期借入金3,840百万円、未払金1,147百万円等であります。

固定負債は、11,581百万円となり、主な内訳は、長期借入金8,630百万円、資産除去債務2,559百万円等であり

ます。

純資産

当連結会計年度末における純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益457百万円を計上したことに加え、自己

株式の処分146百万円があった一方で、剰余金の配当549百万円を実施したこと等により、29,360百万円となりま

した。この結果、自己資本比率は50.5％となりました。
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ｂ．経営成績の状況

売上概況といたしましては、各施策に取り組んだことに加え、店舗での接客サービスの向上により、前期不振

であったウィメンズ部門に回復傾向が見られ、客単価が前年を上回るなど、営業努力の成果もあり、シーズン立

ち上げ期の春物や夏物は好調に推移いたしました。しかしながら、天候不順の影響もあり、秋物商品の販売が大

きく苦戦したことや、下半期最大の商戦であるゴールデンウィーク期間においても客数を伸ばすことができず、

売上高は76,798百万円となりました。

部門別では、ボトムス部門の売上高は26,184百万円、カットソー・ニット部門の売上高は23,555百万円、シャ

ツ・アウター部門の売上高は12,890百万円となりました。

利益面につきましては、値下げロスを抑えたことにより売上総利益率は計画通りに進捗したこと、経費削減に

努めたことにより、当連結会計年度の営業利益は1,202百万円、経常利益は1,036百万円、親会社株主に帰属する

当期純利益は457百万円となりました。

今後の見通しにつきましては、引き続き緩やかな景気回復が続くと期待されるものの、依然として通商問題の

動向が世界経済に与える影響や、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響等のリスクなど、不透明な状

況となっております。

このような状況の中、当社グループは、売上の伸長、収益性の改善を図るために商品力・売場提案力の向上に

よる値引きに頼らない販売やＥＣ事業の強化、ＳＣＭ（サプライチェーンマネジメント）の推進や在庫適正化へ

の取り組みを進めてまいります。また、設立40周年を迎えるにあたり、記念モデル商品の販売などお客様の購買

意欲を高める様々なプロモーションを仕掛けてまいります。

これらの施策によって、幅広いお客様にご満足いただける品揃え、見やすく選びやすい魅力的な売場を実現

し、また接客サービスの充実に努めることで選ばれ続ける「地域Ｎｏ．１店舗」を目指してまいります。

当連結会計年度において「原宿への営業本部機能の移転」、「外部人材の招聘」、「経営体制の変更」、「店

舗・本部の組織改革」といった大きな施策を実行いたしましたが、この施策を次期以降は経営成績の向上という

成果につなげてまいります。

次期の業績見通しにつきましては、売上高80,000百万円、営業利益2,000百万円、経常利益2,000百万円を見込

んでおります。また、店舗のリニューアルに伴う固定資産除却損、閉店及び収益性の低下がみられた店舗につい

ての減損損失など特別損失1,200百万円を計上し、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては350百万円を

見込んでおります。

 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、17,864百万円となりました。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は5,942百万円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益847百万円、

減価償却費1,714百万円を計上したこと、たな卸資産の減少1,317百万円、仕入債務の増加1,084百万円があったこ

とによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は942百万円となりました。これは主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得に

よる支出2,100百万円や無形固定資産の取得による支出152百万円、敷金及び保証金の差入による支出489百万円が

あったものの、経営資源の有効活用のため、有形固定資産の売却による収入3,448百万円があったことによるもの

であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は2,156百万円となりました。これは主に、長期借入れによる収入2,600百万円が

あったこと、長期借入金の返済による支出4,255百万円があったことによるものであります。
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③商品仕入及び販売の実績

ａ．商品仕入実績

当連結会計年度の仕入実績を商品部門別に示すと次のとおりであります。

商品部門別 仕入高（百万円） 前期比（％）

ボトムス 12,551 －

カットソー・ニット 12,280 －

シャツ・アウター 6,357 －

その他 7,438 －

計 38,626 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

ｂ．販売実績

当連結会計年度の販売実績を商品部門別に示すと次のとおりであります。

商品部門別 売上高（百万円） 前期比（％）

ボトムス 26,184 －

カットソー・ニット 23,555 －

シャツ・アウター 12,890 －

その他 14,168 －

計 76,798 －

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループにおける経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであ

ります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

当社の連結財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。

この連結財務諸表の作成にあたって、経営者により、一定の会計基準の範囲内で見積りが行われている部分があ

り、資産・負債や収益・費用の数値に反映されています。これらの見積りについては、継続して評価し、必要に応

じて見直しを行っておりますが、見積りには不確定性が伴うため、実際の結果は、これらと異なることがありま

す。この連結財務諸表の作成にあたる重要な会計方針につきましては、「第５　経理の状況」に記載しておりま

す。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社グループの当連結会計年度の経営成績等の状況は、以下のとおりです。なお、経営上の目標達成状況を認識

及び分析・検討するに際しては、「第２　事業の状況　１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載の

とおり、当社グループは、売上高経常利益率を中長期的な経営指標としております。

 

ａ．売上高及び売上総利益

売上高は、天候不順の影響もあり、秋物商品の販売が大きく苦戦したものの、下半期商品力・売場提案力を強化

し、特に強みであるメンズが伸長し、昨年度より課題であったキッズは引き続き不調だったものの、ウィメンズが

回復基調となったことで、当連結事業年度の売上高は76,798百万円となりました。

売上総利益は、セールに頼らずプロパー価格（定価）での販売を強化したことで、37,269百万円（売上総利益率

48.5％）となりました。

なお、在庫回転率につきましては、2.7回転となりました。

 

ｂ．営業利益及び経常利益

売上総利益率が値下げロスを抑えたことで計画通りに進捗したこと、デジタルメディアの推進による販売促進

費の抑制を行ったこと等、各種コスト削減を行ったことで、当連結事業年度の営業利益は1,202百万円（営業利

益率1.6％）となり、経常利益は1,036百万円（経常利益率1.3％）となりました。

 

ｃ．親会社株主に帰属する当期純利益

上述の経常利益の増益要因に加え、閉店を決定した店舗及び収益性の低下がみられた店舗について減損損失を

計上したものの、当社グループの営業系機能の移転に伴い、経営資源の有効活用を図るため本社ビルの土地・建

物を譲渡いたしました。これに伴い固定資産売却益を計上したことで、親会社株主に帰属する当期純利益は457

百万円となりました。

 

③資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの運転資金需要の主なものは、商品の仕入、販売費及び一般管理費等の営業費用によるものであり

ます。また投資資金需要の主なものは、新規出店や改装に係る設備投資等によるものであります。

運転資金及び投資資金については、営業キャッシュ・フローによる充当を基本に、必要に応じて資金調達を実施

しております。

なお、当連結会計年度末における有利子負債の残高は12,470百万円となっております。また、当連結会計年度末

における現金及び現金同等物の残高は17,864百万円となっております。

 

④経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

経営成績に重要な影響を与える要因については、「第２　事業の状況　２　事業等のリスク」に記載のとおりで

あります。

 

４【経営上の重要な契約等】

特記すべき事項はありません。

５【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、引き続き営業基盤の強化を図るため、国内店舗では11店舗の出店、29店舗の閉店を実施

し、海外店舗では１店舗の出店を実施いたしました。また、既存店活性化のためリニューアルを実施いたしまし

た。当連結会計年度の設備投資額は、有形固定資産、無形固定資産、保証金等で1,861百万円となりました。

また、当連結会計年度において、店舗リニューアルに伴う固定資産除却損170百万円、閉店等に伴う店舗閉鎖損

失65百万円や減損損失345百万円を計上いたしました。減損損失の内容については「第５　経理の状況　１　連結

財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（連結損益計算書関係）※５．減損損失」に記載のとおりでありま

す。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

2018年８月20日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

売場面積
（㎡）

店舗数
従業員数
(人)

建物及び
構築物
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

札幌エスタ店他

（北海道）
店舗 172

－

（－)
35 207 12,181.0 22

30

（108)

イオンモール下田店他

（青森県）
店舗 49

－

（－)
10 59 3,233.0 5

8

（23)

イオンモール盛岡店他

（岩手県）
店舗 37

－

（－)
9 47 1,436.9 3

6

（12)

ザ・モール仙台長町Part２店他

（宮城県）
店舗 60

－

（－)
14 74 4,566.3 8

12

（39)

イオンモール秋田店他

（秋田県）
店舗 17

－

（－)
1 18 1,495.3 3

5

（11)

イオンモール天童店他

（山形県)
店舗 27

－

（－)
3 31 1,930.6 3

4

（11)

福島矢野目店他

（福島県）
店舗 94

－

（－)
3 97 4,331.2 7

8

（34)

つくば本店他

（茨城県）
店舗 264

－

（－)
37 302 10,940.7 15

23

（81)

宇都宮ヨーカドー店他

（栃木県）
店舗 71

－

（－)
18 89 6,296.9 11

14

（51)

スマーク伊勢崎店他

（群馬県）
店舗 65

－

（－)
21 86 3,744.8 8

12

（39)

イオンレイクタウン店他

（埼玉県）
店舗 333

－

（－)
65 398 12,951.2 28

43

（133)

イオンモール成田店他

（千葉県）
店舗 375

－

（－)
99 475 15,561.2 33

53

（141)

ＨＡＲＡＪＵＫＵ ＴＯＫＹＯ店他

（東京都）
店舗 713

－

（－)
192 906 13,771.7 31

51

（152)

ｍｉｏｋａリスト店他

（神奈川県）
店舗 227

－

（－)
63 290 11,643.6 24

34

（124)

イオンモール新潟南店他

（新潟県）
店舗 32

－

（－)
7 39 3,991.9 6

7

（35)

イオンモール高岡店他

（富山県）
店舗 16

－

（－)
2 18 1,752.4 3

3

（13)

アピタタウン金沢ベイ店他

（石川県）
店舗 71

－

（－)
16 88 2,535.5 5

6

（18)

福井大和田アピタ店他

（福井県）
店舗 16

－

（－)
2 18 1,705.5 2

4

（14)

甲府昭和インター店他

（山梨県）
店舗 78

－

（－)
15 93 2,636.3 4

7

（20)
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事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

売場面積
（㎡）

店舗数
従業員数
(人)

建物及び
構築物
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ケーズタウン若里店他

（長野県）
店舗 128

－

（－)
39 167 4,921.4 9

14

（50)

岐阜モレラ店他

（岐阜県）
店舗 105

－

（－)
25 130 6,942.7 13

17

（59)

イオンモール浜松市野店他

（静岡県）
店舗 187

－

（－)
32 219 6,569.1 13

19

（72)

mozoワンダーシティ店他

（愛知県）
店舗 835

－

（－)
129 964 17,004.6 36

59

（181)

イオンモール鈴鹿店他

（三重県）
店舗 107

－

（－)
29 136 3,622.3 8

10

（39)

イオンモール草津店他

（滋賀県）
店舗 208

－

（－)
37 246 6,064.5 11

13

（46)

イオンモール京都桂川店他

（京都府）
店舗 129

－

（－)
31 161 4,081.2 9

13

（49)

ヨドバシ梅田店他

（大阪府）
店舗 444

－

（－)
111 555 11,542.1 22

40

（138)

イオンモール姫路リバーシティ店他

（兵庫県）
店舗 331

－

（－)
105 436 10,297.9 23

31

（109)

イオンモール橿原店他

（奈良県）
店舗 110

－

（－)
29 140 3,716.1 8

9

（36)

南紀オークワ店他

（和歌山県）
店舗 54

－

（－)
13 67 2,815.6 6

7

（24)

イオン日吉津店他

（鳥取県）
店舗 16

－

（－)
2 18 1,547.2 2

3

（10)

出雲ゆめタウン店他

（島根県）
店舗 37

－

（－)
10 48 937.3 3

4

（10)

イオンモール倉敷店他

（岡山県）
店舗 88

－

（－)
21 109 3,110.0 7

14

（43)

イオンモール広島府中店他

（広島県）
店舗 197

－

（－)
42 239 6,941.8 13

21

（67)

ゆめシティ店他

（山口県）
店舗 18

－

（－)
3 22 4,470.4 8

11

（32)

フジグラン石井店

（徳島県）
店舗 76

－

（－)
21 98 1,351.6 3

5

（14)

高松ゆめタウン店他

（香川県）
店舗 83

 
（－)

17 101 2,770.1 6
9

（31)

エミフルＭＡＳＡＫＩ店他

（愛媛県）
店舗 139

－

（－)
37 177 4,307.1 9

13

（41)

イオンモール高知店他

（高知県）
店舗 19

－

（－)
4 24 984.9 2

4

（13)

イオンモール八幡東店他

（福岡県）
店舗 419

－

（－)
108 527 14,244.5 27

47

（152)

佐賀ゆめタウン店他

（佐賀県）
店舗 44

－

（－)
13 57 1,839.1 3

5

（17)

長崎夢彩都店他

（長崎県）
店舗 25

－

（－)
3 28 2,004.1 4

7

（20)

光の森ゆめタウン店他

（熊本県）
店舗 50

－

（－)
15 65 2,721.2 5

6

（31)

トキハわさだ店他

（大分県）
店舗 95

－

（－)
30 125 3,430.4 7

8

（32)
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事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

売場面積
（㎡）

店舗数
従業員数
(人)

建物及び
構築物
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

イオンモール宮崎店他

（宮崎県）
店舗 74

－

（－)
13 88 2,177.8 4

6

（21)

イオンモール鹿児島店他

（鹿児島県）
店舗 39

－

（－)
13 53 2,572.7 4

7

（19)

サンエー那覇メインプレイス店他

（沖縄県）
店舗 67

－

（－)
17 84 3,413.1 9

11

（36)

本社

（茨城県つくば市）
本社事務所 27

732

（2,007.9)
136 923 － －

30

（107)

ＨＡＲＡＪＵＫＵ

ＨＥＡＤ ＯＦＦＩＣＥ

（東京都渋谷区）

事務所 33
－

(－)
113 146 － －

216

（35)

原宿デザインオフィス

（東京都渋谷区）
事務所 103

－

（－)
11 115 － －

2

（1)

小野崎倉庫

（茨城県つくば市）
倉庫 －

27

（1,056.0)
－ 27 － －

－

（－)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は（　）内に年間の平均雇用者数を外数で

記載しております。

２．帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、単一のセグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2）在外子会社

2018年８月20日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の
内容

帳簿価額

売場面積
（㎡）

店舗数
従業
員数
(人)

建物及び
構築物
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

台灣萊特昂股份有限公司
微風復興店他

（台北市他）
店舗 127

－

(－)
43 170 1,239.5 3

19

(11)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員を含む）は（　）内に年間の平均雇用者数を外数で記

載しております。

２．帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。

３．当社グループは、単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社の当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

予算金額
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の
所要金額
（百万円）

着工予定年月 完成予定年月
予定売場
面積（㎡）

ららぽーと名古屋みなとアクルス
店（愛知県名古屋市）

102 7 94 2018年４月 2018年９月 446.6

ららぽーと湘南平塚店
（神奈川県平塚市）

100 30 69 2018年７月 2018年９月 441.2

イオンモール津南店
（三重県津市）

88 － 88 2018年８月 2018年11月 491.4

サンエーパルコ浦添店
（沖縄県浦添市）

143 3 140 2019年１月 2019年６月 588.1

イーアスつくば店
（茨城県つくば市）

116 － 116 2019年４月 2019年６月 611.3

ノーティードッグ
イオンモール広島府中店
（広島県安芸郡）

43 － 43 2018年８月 2018年９月 203.9

合計 594 41 552 － － 2,782.8

（注）１．今後の所要金額552百万円は、自己資金及び借入金で賄う予定であります。

２．予算金額、既支払額、今後の所要金額には、敷金及び保証金を含んでおります。

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。

４．上記計画は、営業基盤の強化のためであります。

５．2019年８月期の店舗閉鎖計画は17店舗であります。

 

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

有価証券報告書

17/83



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(2018年８月20日)

提出日現在発行数（株）
(2018年11月16日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 29,631,500 29,631,500
東京証券取引所市場

第一部

単元株式数

100株

計 29,631,500 29,631,500 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2018年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストック・オプション制度の内容】
  

決議年月日 2011年11月18日 2015年11月18日 2017年11月17日

付与対象者の区分及び人数

（名）
当社従業員 ８名 当社従業員 226名

当社取締役　1名

当社従業員 12名

新株予約権の数（個）※ 500個 1,846個 1,200個

新株予約権の目的となる株式の

種類、内容及び数（株）※

普通株式

50,000

［20,000］

普通株式

184,600

［181,600］

普通株式

120,000

新株予約権の行使時の払込金

額※
541円（注）２. 1,524円（注）２. 920円（注）２.

新株予約権の行使期間※
2013年11月25日から

2018年11月22日まで

2018年11月25日から

2025年11月18日まで

2020年11月25日から

2027年11月16日まで

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額（円）※

発行価格 　　541円

資本組入額 　271円

発行価格 　1,524円

資本組入額 　762円

発行価格 　　920円

資本組入額 　460円

新株予約権の行使の条件※ (注）３. (注）３. (注）３.

新株予約権の譲渡に関する事

項※
(注）４. (注）４. (注）４.

組織再編成行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項※
－ （注）５． （注）５．

※当連結会計年度末（2018年８月20日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末現

在（2018年10月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［　］内に記載し

ており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由によ

り権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金

額とする。

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当又は株式併合を行う場合には、次の

算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（又は併合）の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（単元未満株式売渡請求権及

び新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる

自己株式数を除くものとし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その

他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行

使価額を調整するものとする。

３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、本新株予約権の行使時におい

て、当社または当社の子会社もしくは関連会社の取締役、会計参与、執行役、監査役または社員である

ことを要する。ただし、取締役が任期満了により退任した場合、従業員が定年で退職した場合、その他

正当な理由がある場合は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人は、当該新株予約権を承継せず、これを行使することができない。

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

有価証券報告書

19/83



③ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

５．組織再編成に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割又は新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株

予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定するものとする。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される

当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為

の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

ⅰ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。

ⅱ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ．に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

 

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

有価証券報告書

20/83



（2018年11月16日定時株主総会決議及び2018年11月16日取締役会）

会社法の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して新株予約権を発行することを、2018年11月16日開催の定時

株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 2018年11月16日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ２名

当社従業員 18名

新株予約権の数 1,000個（注）1．

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 100,000株（注）１．

新株予約権の行使時の払込金額 （注）２.

新株予約権の行使期間
2021年11月23日から

2028年11月15日まで

新株予約権の行使の条件 (注）３.

新株予約権の譲渡に関する事項 (注）４.

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５．

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数

新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「付与株式数」という。）は、100株とする。

なお、当社が株式分割（株式無償割当を含む。以下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により目

的となる株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲で当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．新株予約権の行使時の払込金額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金

額とする。

行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下「割当日」という。）の終値（取引が成立しない場合はそれ

に先立つ直近日の終値）とする。

なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割、株式無償割当又は株式併合を行う場合には、次の

算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割（又は併合）の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合（単元未満株式売渡請求権及

び新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げるものとする。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にかかる

自己株式数を除くものとし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その

他これらの場合に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、取締役会の決議により合理的な範囲で行

使価額を調整するものとする。
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３．新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、本新株予約権の行使時におい

て、当社または当社の子会社もしくは関連会社の取締役、会計参与、執行役、監査役または社員であ

ることを要する。ただし、取締役が任期満了により退任した場合、従業員が定年で退職した場合、そ

の他正当な理由がある場合は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人は、当該新株予約権を承継せず、これを行使することができない。

③ その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結す

る新株予約権割当契約に定めるところによる。

４．新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

５．組織再編成に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割又は新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換又は株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株

予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記（注）１．に準じて決定するものとする。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、上記（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行

使することができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

ⅰ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未

満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとする。

ⅱ．新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記ⅰ．に定

める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2017年12月21日 － 29,631,500 － 6,195 △5,000 1,481

（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。

 

（５）【所有者別状況】

2018年８月20日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 26 28 188 68 24 41,567 41,901 －

所有株式数

（単元）
－ 46,804 4,260 55,921 8,251 26 180,310 295,572 74,300

所有株式数の

割合（％）
－ 15.80 1.44 18.88 2.78 0.01 61.09 100.00 －

（注）１．自己株式2,101,141株は、「個人その他」に21,011単元及び「単元未満株式の状況」に41株を含めて記載

しております。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ20単

元及び68株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】

  2018年８月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

藤原　政博 茨城県つくば市 5,226 18.98

有限会社藤原興産 茨城県つくば市吾妻1-11-1 4,873 17.70

藤原　祐介 茨城県つくば市 1,740 6.32

藤原　英子 茨城県つくば市 674 2.44

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1-6-6 635 2.30

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 627 2.27

株式会社常陽銀行

（常任代理人　日本マスター

トラスト信託銀行株式会社）

茨城県水戸市南町2-5-5

（東京都港区浜松町2-11-3）
528 1.92

藤原　亮誠 東京都立川市 462 1.67

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口４）
東京都中央区晴海1-8-11 439 1.59

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 381 1.38

計 － 15,587 56.57
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年８月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　2,101,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　27,456,100 274,561 －

単元未満株式 普通株式　　　74,300 － －

発行済株式総数 29,631,500 － －

総株主の議決権 － 274,561 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）含ま

れております。

 

②【自己株式等】

2018年８月20日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ライトオン
茨城県つくば市吾妻

1-11-1
2,101,100 － 2,101,100 7.09

計 － 2,101,100 － 2,101,100 7.09
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第192条第１項に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 254 241,240

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2018年11月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含めておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他

（ストック・オプションの行使によるもの）
114,700 68,451,500 30,000 22,290,000

保有自己株式数（注） 2,101,141 － 2,071,141 －

（注）当期間における保有自己株式数には、2018年11月１日からこの有価証券報告書提出日までのストック・オプ

ションの行使による株式数及び単元未満株式の買取による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する安定的な配当の継続を重視しつつ、業績に裏付けられた利益還元を指向してまい

る方針であります。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。また、当社は、

「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨定款

に定めております。

内部留保資金につきましては、今後の事業展開に対応した財務体質の強化を図り事業拡大に努めるよう有効に

活用してまいります。

この方針と業績とを総合的に勘案し、当事業年度の配当につきましては、１株当たり20円（中間配当10円、期

末配当10円）といたしました。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2018年４月３日

取締役会決議
275 10

2018年10月２日

取締役会決議
275 10

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期

決算年月 2014年８月 2015年８月 2016年８月 2017年８月 2018年８月

最高（円） 968 1,085 1,971 1,253 1,146

最低（円） 638 671 820 901 890

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 2018年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 946 1,032 1,064 1,039 1,146 1,100

最低（円） 910 902 1,000 979 1,005 1,010

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性13名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

代表取締役会長  藤原政博 1946年11月14日生

 
1974年６月㈱まるふじ取締役

1980年４月㈱ライトオン設立　代表取締役社長

1991年１月㈲ライトオン興産（現㈲藤原興産）設立

 2002年２月当社営業本部長

2011年８月当社代表取締役会長（現任）
 

(注)５ 5,226

取締役副会長  横内達治 1966年１月３日生

 
1988年10月井上斎藤監査法人（現有限責任 あずさ監査法

人）入社

1992年８月公認会計士登録

2000年８月当社入社　管理本部長

2000年11月当社取締役

2001年11月当社常務取締役

2005年８月当社管理部長

2007年10月当社店舗開発部長兼管理部管掌

2008年11月当社店舗開発部長

2009年８月当社管理本部長兼店舗開発部長

2011年８月当社代表取締役社長兼管理本部長

2015年２月当社代表取締役社長

2018年４月当社取締役副会長（現任）
 

(注)５ 94

代表取締役社長 管理本部長 川 﨑 純 平 1980年３月６日生

 
2002年10月当社入社

2011年８月当社執行役員経営企画部長

2016年３月当社執行役員業務改革室長

2017年６月当社執行役員経営企画本部副本部長兼業務改

革室長

2017年８月

 

当社執行役員経営企画本部副本部長兼業務改

革室長兼Ｅコマース部長

2017年11月当社取締役

2017年11月

 

当社経営推進本部長兼業務改革室長兼Ｅコ

マース部長

2018年４月当社代表取締役社長兼経営推進本部長

2018年６月当社取締役社長兼管理本部長（現任）
 

(注)５ 14

取締役
店舗開発・海

外事業本部長
藤原祐介 1977年２月23日生

 
1999年４月東邦レーヨン㈱（現帝人㈱)入社

2004年６月当社入社

2005年８月当社マーケティング部長

2005年11月当社取締役（現任）

2007年８月当社商品調達部長

2009年８月当社営業本部長兼商品部長

2010年11月当社営業本部長兼マーケティング部長

2011年２月当社営業本部長

2013年８月

 
2015年８月

当社フラッシュリポート事業部長兼チャイム

事業部長

当社エンタープライズ本部長兼店舗開発部長

2016年８月

 

台灣萊特昂股份有限公司　董事長（現任）

2017年６月当社経営企画本部長兼海外事業部長

2017年11月当社店舗開発・海外事業本部長（現任）
 

(注)５ 1,740
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役
店舗運営本部

長
石田淳一 1966年６月７日生

 
1989年11月当社入社

2010年11月当社執行役員店舗運営部長

2013年11月当社取締役（現任）

2013年11月当社店舗運営本部長

2016年３月当社商品本部長兼商品調達部長

2017年８月当社商品本部長

2018年４月当社店舗運営本部長（現任）
 

(注)５ 14

取締役

商品本部長・

メンズ商品部

長・キッズ商

品部長・ノー

ティードッグ

商品部長

和 泉 崇 1975年１月23日生

 
2017年８月当社入社　メンズ商品部長

2017年11月当社執行役員メンズ商品部長

2018年４月当社執行役員商品本部長兼メンズ商品部長

2018年６月当社執行役員商品本部長兼メンズ商品部長兼

ノーティードッグ商品部長

2018年８月当社執行役員商品本部長兼メンズ商品部長兼

キッズ商品部長兼ノーティードッグ商品部長

2018年11月当社取締役（現任）

2018年11月当社商品本部長兼メンズ商品部長兼キッズ商

品部長兼ノーティードッグ商品部長（現任）
 

(注)５ －

取締役  小濵裕正 1941年３月12日生

 
1965年４月㈱主婦の店ダイエー（現㈱ダイエー）入社

1997年５月㈱ダイエー専務取締役

2000年９月㈱カスミ顧問

2001年５月㈱カスミ代表取締役副社長

2002年３月㈱カスミ代表取締役社長

2010年３月㈱カスミ代表取締役会長

2011年10月㈱ワンダーコーポレーション取締役会長

2015年３月ユナイテッド・スーパーマーケット・ホール

ディングス㈱代表取締役会長

2015年５月マックスバリュ関東㈱取締役

2015年11月当社取締役（現任）

2017年３月㈱カスミ取締役会長（現任）

2018年５月日本チェーンストア協会会長（現任）
 

(注)５ －

取締役  増 山 弘 1954年７月５日生

 
1978年４月㈱常陽銀行入行

1998年６月同行日高支店支店長

1999年10月

2001年11月

 
2004年６月

2006年６月

2007年６月

2009年６月

2012年６月

2013年６月

2017年８月

2017年11月

同行融資審査部次長

同行融資審査部副部長兼企業経営支援室長

同行営業統括部長

同行研究学園都市支店長

同行執行役員研究学園都市支店長

同行常務執行役員東京営業部長

同行常務執行役員営業本部副本部長

常陽地域研究センター理事長

株木建設㈱取締役常務執行役員（現任）

当社取締役（現任）

 

(注)５ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役  多 田 斎 1955年３月29日生

 
1978年４月野村證券㈱入社

1999年６月同社取締役

2003年４月同社常務取締役

2003年６月同社常務執行役

2006年４月同社専務執行役

2008年10月同社執行役兼専務（執行役員）

2009年４月同社執行役副社長

2010年６月同社執行役副社長兼営業部門ＣＥＯ

2011年４月同社Ｃｏ－ＣＯＯ兼執行役副社長

2012年４月同社取締役兼執行役会長

2012年８月同社常任顧問

2013年４月㈱野村総合研究所顧問

2013年６月㈱だいこう証券ビジネス代表取締役社長

2013年12月㈱ジャパン・ビジネス・サービス代表取締役

社長

2015年４月㈱ＤＳＢ情報システム代表取締役会長

2015年12月㈱ＤＳＢソーシング代表取締役会長

2016年２月㈱だいこう証券ビジネス指名報酬諮問委員会

委員

2016年４月㈱ジャパン・ビジネス・サービス代表取締役

会長

2017年４月㈱セレス社外取締役（現任）

㈱だいこう証券ビジネス取締役相談役

2017年６月同社相談役

2017年11月当社取締役（現任）
 

(注)５ －

常勤監査役  大友博雄 1959年10月25日生

 
1982年４月兼松江商㈱（現兼松㈱）入社

1999年10月兼松繊維㈱（現フォワード・アパレル・ト

レーディング㈱）入社

2001年２月当社入社　商品生産部長

2007年10月当社内部監査室長

2011年９月当社執行役員人材開発部長

2015年８月

2015年11月

当社執行役員内部監査室長

当社監査役（現任）
 

(注)６ 8

常勤監査役  三浦憲之 1961年12月28日生

 
1988年12月日本電気三栄㈱（現日本アビオニクス㈱）入

社

1994年２月当社入社

2007年10月当社管理部長

2008年11月当社取締役

2015年８月

2016年11月

2017年11月

当社管理本部長兼管理部長

当社執行役員管理部長

当社監査役（現任）
 

(注)７ 10

監査役  永井俊博 1952年５月19日生

 
1983年８月公認会計士登録

1989年４月井上斎藤監査法人（現有限責任 あずさ監査法

人）社員就任

1991年４月公認会計士永井俊博事務所設立所長（現任）

1992年７月㈲アシスト・ブレイン設立代表取締役

（現任）

1993年11月当社監査役（現任）

2016年１月税理士法人ＮＧＩ設立代表社員就任（現任）
 

(注)８ 43

監査役  平出晋一 1957年４月27日生

 
1987年４月司法修習修了、第二東京弁護士会登録

1997年５月平出法律事務所（現平出・髙橋法律事務所）

設立所長（現任）

2004年11月当社監査役（現任）
 

(注)９ －

計 7,152

（注）１．取締役 小濵裕正、増山弘及び多田斎は、社外取締役であります。

２．監査役 永井俊博及び平出晋一は、社外監査役であります。
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３．取締役 藤原祐介は、代表取締役会長 藤原政博の長男であります。

４．当社では、意思決定機能と業務執行機能それぞれの機能の強化及びコーポレート・ガバナンスの一層の強

化のため、執行役員制度を導入しております。執行役員は９名で、内部監査室長 中野聡、人材開発部長

吉田光昭、人事総務部長 中澤修、第一店舗運営部長 大森信一、第二店舗運営部長 中井康裕、マーケティ

ング部長 今井昭寛、ウィメンズ商品部長 西村克則、ＳＣＭ推進部長 山上聡、ＳＣＭ推進部ロジスティク

ス担当部長 長尾克広で構成されております。

５．取締役の任期は、2018年11月16日開催の定時株主総会から、１年以内に終了する事業年度のうち、最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

６．監査役 大友博雄の任期は、2015年11月18日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のう

ち、最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

７．監査役 三浦憲之の任期は、2017年11月17日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のう

ち、最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

８．監査役 永井俊博の任期は、2018年11月16日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のう

ち、最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

９．監査役 平出晋一の任期は、2016年11月18日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のう

ち、最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

イ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、迅速かつ適正な意思決定と経営の透明性・公正性を確保し、実効的にコーポレート・ガバナンスの

充実に取り組むことで、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ります。

また、そのためにコーポレートガバナンス・ガイドラインを制定し、全社的に取り組んでおります。

・ガイドラインに関する基本的な考え方

当社は、経営理念である「ＭＩＳＳＩＯＮ」「ＰＯＬＩＣＹ」の実現に向けては、社会環境を含むあらゆる

ステークホルダーの利益に資するコーポレートガバナンスの追求が最重要事項であるとの認識に立ち、当ガイ

ドラインの継続的な強化、充実に取り組む。

 

・ＭＩＳＳＩＯＮ（私たちの使命）：

私たちは、人々の生活を楽しく豊かなものにするため、世代を超え、愛され続けるジーンズの魅力を発信し

ていきます。

 

・ＰＯＬＩＣＹ（私たちの方針）：

１．お客様を第一に考え、お客様に喜んでいただける会社を目指します。

２．誠実さと公正さをもって、社会から信頼される会社を目指します。

３．人を育て、人を活かし、働き甲斐のある会社を目指します。

また、当社はステークホルダーとの適切な協働やその利益の尊重、健全な事業活動倫理などについて、会社

としての価値観を示し、その構成員が従うべき行動指針を定め、実践しております。

 

ロ．会社の機関の内容等

・取締役会

取締役会は、取締役９名（うち３名は社外取締役）によって構成されており、定例取締役会を毎月開催する

とともに必要に応じて随時開催し、経営上の重要な意思決定や業務執行状況の報告がなされております。取締

役会には監査役が出席して意見を述べるほか、取締役の業務執行の妥当性、効率性を検証するなどの経営監視

を行っております。

また当社の取締役の任期は定款で１年と定めており、経営責任を明確に示せる体制となっております。

・経営会議

取締役会メンバーに加え、執行役員も出席する経営会議を毎月開催しております。当会議においては、各業

務担当の責任者が日常の業務執行の状況を報告するとともに、重要な経営課題について検討しております。

・監査役会

当社は、監査役会設置会社制度を採用しております。監査役会は４名により構成され、うち２名は常勤監査

役、２名は社外監査役であります。各監査役は、監査役会が定めた監査の方針・業務の分担等に従い、取締役

会への出席、業務や財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っております。また、内部監査

室及び内部統制部門並びに会計監査人と必要な連携をとり、会計監査の有効性、効率性を高めております。

社外監査役については、専門的な知識、経験を当社の監査に反映していただくことを目的として選任してお

り、その機能・役割は十分に果たされていると考えております。なお、永井俊博氏は、公認会計士の資格を有

し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、平出晋一氏は、弁護士の資格を有してお

ります。

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が規定す

る額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が責任の原因と

なった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

ハ．内部統制システムの整備状況等

当社は、取締役会において決議した「内部統制システム構築の基本方針」及び「財務報告に係る内部統制に

ついての基本方針」に基づき、内部統制システムの実施、評価及び改善を行っております。

決議の具体的な内容は以下のとおりであります。
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・取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役会は会社の業務執行が適正に行われるようにするため、内部統制システムの構築と会社による法令及

び定款遵守の体制の確立に努める。また、監査役はこの内部統制システムの有効性と機能を監査し、問題点の

有無を取締役会に報告する。取締役会は、問題点の把握と改善を行う。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、「文書管理規程」に基づき、適切な方法・期間

で保管し、閲覧可能な状態を維持する。

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理体制の所管部を管理部とし、管理部は、緊急時の連絡体制や行動指針を定めるとともに、企業経

営において損失が発生するようなリスク情報については、管理部に集約され、リスクに対して適切かつ迅速に

対応できる体制を整える。また緊急時においては、リスク回避策及びリスク対応策を策定する。

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

執行役員制度を導入することにより、経営の意思決定機能と業務執行機能それぞれの機能を強化し、機動

的・効率的な業務執行を行う。

また、定例取締役会を毎月開催するとともに必要に応じて適宜取締役会を開催し、取締役会には監査役が出

席して意見を述べるほか、取締役の業務執行の妥当性、効率性を検証するなどの経営監視を行う。

・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

業務部門から独立した内部監査室を設置し、使用人の業務執行状況の監査を行う。また取締役及び使用人が

コンプライアンス違反行為等を認知し、それを通報又は告発しても、当該取締役及び使用人に不利益な扱いを

行わない旨等の規程を整備し、社内不正行為の未然防止や早期発見を的確に行うため、全役職員に周知徹底を

図る。

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議のうえ、監査役を

補助すべき使用人を指名することができる。監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指

揮権は監査役に委譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとする。

・監査役を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

監査役を補助すべき使用人の任命・異動・人事権に係る事項の決定には、常勤監査役の事前の同意を得るも

のとする。また監査役を補助すべき使用人の人事考課は、監査役が行う。

監査役の職務を補助する使用人は、他部署の使用人を兼務せず、専ら監査役の指揮命令に従うものとする。

・取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、報告したことを理

由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

代表取締役及び担当取締役並びに執行役員は、監査役の出席する取締役会等の重要な会議において、業務の

執行状況及び経営に大きな影響を及ぼす重要課題の報告を行う。また取締役、執行役員並びに使用人は、監査

役が報告を求めた場合は、迅速かつ適切に監査役に報告を行う。

上記の監査役への報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いをすることを禁

止する。

・監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の処理については、当該監査役の職務の

執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会・経営会議等のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、必要

に応じ重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する文書を閲覧し、必要に応じて取

締役又は執行役員もしくは使用人にその説明を求めることができる。また会計監査人及び内部監査室とは相互

に連携を図り、各監査の実効性の確保に努める。

・財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

財務報告の適正性と信頼性を確保するため、必要な体制を内部監査室に設置する。内部監査室は、財務報告

に係るプロセスの統制が有効に機能しているかを定期的に評価し、その評価結果を代表取締役に報告する。

・反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその体制

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係を含めた一切の関係を遮断し、不当

要求には応じず、裏取引や資金提供は一切行わないものとする。

反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター、弁護士等の外部専門機関と連携の上、法的に

対応する。

反社会的勢力への対応については、組織全体として対応し、対応する従業員の安全を確保する。

・子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況
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当社の子会社の業務の適正を確保するため、当社の子会社には、当社の役員及び従業員が取締役又は監査役

として就任し、当該子会社の業務執行状況を監視できる体制を構築しております。また、子会社における経営

上の重要な意思決定等の事前承認事項に係る事前承認を行うなど、業務執行の効率的なモニタリングを実施し

ております。

 

ニ．その他のコーポレート・ガバナンスが有効に機能するための取組み

・当社は、各種専門家から法務、税務に関する指導、助言を受けられる体制を整えております。

・当社は、経営の透明性を高めるため、従来から月次売上高前年比情報・業績に関する情報など、経営情報を積

極的にタイムリーに開示しております。また、株主・一般投資家の方の便宜を考え、ディスクローズ事項は、

速やかに東京証券取引所に開示するとともに当社のホームページに掲載しており、積極的なＩＲ情報の開示に

努めております。

 

② 内部監査及び監査役監査の状況

・内部監査

当社は、全国に多店舗展開をしていることから、店舗経営に当たってはマニュアルを設定し、運用の統一化

を図るほか、内部監査室を設け、２名で業務監査及び内部統制の整備・運用の評価を行っております。なお内

部監査室は監査役及び会計監査人と必要な連携をとり、会計監査の有効性、効率性を高めております。

・監査役監査

監査役会は４名により構成され、うち２名は常勤監査役、２名は社外監査役であります。各監査役は、監査

役会が定めた監査の方針・業務の分担等に従い、取締役会への出席、業務や財産の状況の調査等を通じ、取締

役の職務遂行の監査を行っております。また、内部監査室及び会計監査人と必要な連携をとり、会計監査の有

効性、効率性を高めております。

 

③ 会計監査の状況

会計監査人は四半期及び期末決算について監査手続及びレビューを実施しており、当社のコーポレート・ガ

バナンスに大きな役割を果たしております。なお、当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人及びその

指定有限責任社員と当社の間には特別な利害関係はありません。業務執行社員は、西田俊之、野口昌邦、大津

大次郎の３名であり、監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、その他８名であります。業務執行社員の継

続監査年数は、いずれも７年以内であります。

 

④ 社外取締役及び社外監査役

イ．社外取締役及び社外監査役の員数

・当社は、社外取締役３名、社外監査役２名を選任しております。なお、社外取締役の小濵裕正氏及び多田斎氏

並びに社外監査役の永井俊博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

ロ．社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係、その他の利害関係

・当社と社外取締役との間には、人的関係、資本的関係、その他の特別な利害関係はありません。

・当社と社外監査役との間には、人的関係、資本的関係はありません。ただし、社外監査役の平出晋一氏が弁護

士であることから、必要に応じてアドバイスを受けております。

・社外監査役の永井俊博氏は、有限会社アシスト・ブレインの代表取締役でありますが、当社と同社との間には

特別な関係はありません。また、同氏は公認会計士永井俊博事務所の所長でありますが、当社と同事務所との

間には特別な利害関係はありません。

・社外監査役の平出晋一氏は、平出・髙橋法律事務所の所長でありますが、当社と同事務所との間には特別な利

害関係はありません。

ハ．社外取締役及び社外監査役が企業統治において果たす機能及び役割

・社外取締役の小濵裕正氏は、小売業界において、経営者としての豊富な経験を有しており、業務執行を行う経

営陣から独立した客観的な視点からその経験に基づく助言や提言をいただいております。

・社外取締役の増山弘氏は、株式会社常陽銀行及びその関連会社において、要職を歴任し、様々な業種の数多く

の経営者とかかわりながら経済の振興、活性化に力を尽くされてきました。幅広い見識と経験を有しており、

業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点からその経験に基づく助言や提言をいただいております。

・社外取締役の多田斎氏は、野村證券株式会社及びその関連会社において、要職を歴任し、様々な業種の数多く

の経営者とかかわりながら経済の振興、活性化に力を尽くされてきました。幅広い見識と経験を有しており、

業務執行を行う経営陣から独立した客観的な視点からその経験に基づく助言や提言をいただいております。

・社外監査役の永井俊博氏は、公認会計士としての豊富な経験を有しており、公正中立的な立場から、会計に関

する助言や提言をいただいております。
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・社外監査役の平出晋一氏は、弁護士としての豊富な経験を有しており、公正中立的な立場から、コンプライア

ンスに関する助言や提言をいただいております。

ニ．社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針

・当社は、東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断要件等を踏まえ、一般株主と利益相反が生じるおそ

れがないこと、特別の利害関係がないこと、および当社経営の健全性・透明性を高めるにあたり、客観的かつ

公平公正な判断をなし得る資質を有していることを独立性の判断基準としております。

ホ．社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

・社外取締役は、取締役会等を通じ、内部監査及び会計監査の状況を把握し、必要に応じて意見交換を行うなど

相互連携を図っております。社外監査役は、取締役会や監査役会においてその専門的見地から報告や発言を適

宜行っており、監査役監査においてはその独立性、中立性、専門性を十分に発揮し、監査を実施するととも

に、内部監査室、他の監査役及び会計監査人と連携を図り情報収集や意見交換を行っております。

 

⑤ 役員報酬の内容

イ．当社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区分

報酬等の種類別の額

報酬等の総額基本報酬 ストック・オプション 退職慰労金

員数 支給額 員数 費用計上額 員数 支給額

取締役

（うち社外取締役）

８名

（３名）

74百万円

（18百万円）

1名

（－)

0百万円

（－）
－ －

74百万円

（18百万円）

監査役

（うち社外監査役）

５名

（２名）

36百万円

（15百万円）
－ － － －

36百万円

（15百万円）

計
13名

（５名）

111百万円

（33百万円）

1名

（－)

0百万円

(－）
－ －

111百万円

（33百万円）

（注）報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、役員ごとの個別記載をしておりません。

 

ロ．役員報酬等の額の決定に関する方針

取締役報酬等は2005年11月18日開催の第26回定時株主総会決議に基づく年額300百万円以内、監査役報酬等は

2002年11月18日開催の第23回定時株主総会決議に基づく年額40百万円以内を限度に当社の事業規模、内容、業

績、個々の職務内容や責任などを総合的に考慮して決定しております。なお、取締役報酬等については業績を反

映した報酬体系とし、取締役会にて決定し、監査役報酬等については監査役会にて協議の上決定しております。
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⑥ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

・銘柄数　　　　　　　　　　７銘柄

・貸借対照表計上額　　　 257百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱めぶきフィナンシャル・グループ 338,832 137 財務活動の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 114,160 77 財務活動の円滑化のため

㈱千葉銀行 30,000 22 財務活動の円滑化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 58,000 10 財務活動の円滑化のため

イオン㈱ 2,413 4 取引関係の円滑化のため

イオンモール㈱ 1,921 3 取引関係の円滑化のため

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

㈱めぶきフィナンシャル・グループ 338,832 132 財務活動の円滑化のため

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 114,160 76 財務活動の円滑化のため

㈱千葉銀行 30,000 21 財務活動の円滑化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 58,000 11 財務活動の円滑化のため

イオン㈱ 3,074 7 取引関係の円滑化のため

イオンモール㈱ 2,537 4 取引関係の円滑化のため

 

⑦ その他

イ．取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

 

ロ．取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任については、累積

投票によらない旨定款に定めております。

 

ハ．剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

ニ．株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前事業年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 39 1 49 1

連結子会社 － － － －

計 39 1 49 1

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、当社システム移行に伴

う業務委託契約になります。

 

（当連結会計年度）

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、当社システム移行に伴

う業務委託契約になります。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、特別な方針等は定めておりませんが、監査

公認会計士等が策定した監査計画に基づいて両者で協議し、監査役会の同意を得た上で、所定の手続きを経て決定

しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28

号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1963年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成してお

ります。

 

(3）当連結会計年度（2017年８月21日から2018年８月20日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書については、前事業年度との対比は行っておりません。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（自2017年８月21日　至2018年８月

20日）の連結財務諸表及び事業年度（自2017年８月21日　至2018年８月20日）の財務諸表について、有限責任 あ

ずさ監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、変更等にも的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、会計基準等に関する最新情報等を取得するとともに、各種団体の開催するセミナーへの参加、専門誌等か

らの情報収集などを行っております。

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

有価証券報告書

37/83



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

 (単位：百万円)

 
当連結会計年度
(2018年８月20日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 17,865

受取手形及び売掛金 1,730

商品 14,587

繰延税金資産 706

未収入金 1,482

その他 287

流動資産合計 36,659

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） ※１ 7,152

土地 ※１ 760

その他（純額） 1,911

有形固定資産合計 ※２ 9,824

無形固定資産  

ソフトウエア 351

その他 210

無形固定資産合計 562

投資その他の資産  

投資有価証券 257

退職給付に係る資産 320

敷金及び保証金 10,262

その他 120

貸倒引当金 △16

投資その他の資産合計 10,944

固定資産合計 21,331

資産合計 57,990
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 (単位：百万円)

 
当連結会計年度
(2018年８月20日)

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 1,435

電子記録債務 7,460

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 3,840

未払金 1,147

未払法人税等 519

賞与引当金 486

ポイント引当金 143

資産除去債務 47

その他 1,968

流動負債合計 17,047

固定負債  

長期借入金 ※１ 8,630

繰延税金負債 218

資産除去債務 2,559

その他 173

固定負債合計 11,581

負債合計 28,629

純資産の部  

株主資本  

資本金 6,195

資本剰余金 6,403

利益剰余金 19,306

自己株式 △2,689

株主資本合計 29,216

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 41

繰延ヘッジ損益 0

為替換算調整勘定 10

退職給付に係る調整累計額 2

その他の包括利益累計額合計 54

新株予約権 90

純資産合計 29,360

負債純資産合計 57,990
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

 (単位：百万円)

 
 当連結会計年度
(自　2017年８月21日
　至　2018年８月20日)

売上高 76,798

売上原価 39,528

売上総利益 37,269

販売費及び一般管理費 ※１ 36,066

営業利益 1,202

営業外収益  

受取家賃 38

受取手数料 43

その他 46

営業外収益合計 129

営業外費用  

支払利息 74

賃貸費用 33

為替差損 36

控除対象外消費税等 109

その他 41

営業外費用合計 295

経常利益 1,036

特別利益  

固定資産売却益 ※２ 367

移転補償金 20

新株予約権戻入益 4

特別利益合計 393

特別損失  

固定資産除却損 ※３ 170

店舗閉鎖損失 ※４ 65

減損損失 ※５ 345

特別損失合計 582

税金等調整前当期純利益 847

法人税、住民税及び事業税 351

法人税等調整額 38

法人税等合計 390

当期純利益 457

非支配株主に帰属する当期純利益 -

親会社株主に帰属する当期純利益 457
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【連結包括利益計算書】

 (単位：百万円)

 
 当連結会計年度
(自　2017年８月21日
　至　2018年８月20日)

当期純利益 457

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △3

繰延ヘッジ損益 0

為替換算調整勘定 5

退職給付に係る調整額 23

その他の包括利益合計 26

包括利益 ※ 483

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 483

非支配株主に係る包括利益 －
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③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自　2017年８月21日　至　2018年８月20日）

     (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 6,195 6,481 19,398 △2,835 29,240

当期変動額      

剰余金の配当   △549  △549

親会社株主に帰属する
当期純利益   457  457

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △78  146 68

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △78 △91 146 △23

当期末残高 6,195 6,403 19,306 △2,689 29,216

 

        

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調
整勘定

退職給付に
係る調整累
計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 44 △0 4 △21 27 81 29,349

当期変動額        

剰余金の配当       △549

親会社株主に帰属する
当期純利益       457

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       68

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△3 0 5 23 26 9 35

当期変動額合計 △3 0 5 23 26 9 11

当期末残高 41 0 10 2 54 90 29,360
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

 (単位：百万円)

 
 当連結会計年度
(自　2017年８月21日
　至　2018年８月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 847

減価償却費 1,714

減損損失 345

固定資産売却損益（△は益） △367

固定資産除却損 170

店舗閉鎖損失 65

保証金等の賃料相殺額 88

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

賞与引当金の増減額（△は減少） △19

ポイント引当金の増減額（△は減少） △67

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） 21

受取利息及び受取配当金 △8

支払利息 74

売上債権の増減額（△は増加） △11

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,317

未収入金の増減額（△は増加） 220

仕入債務の増減額（△は減少） 1,084

未払金の増減額（△は減少） △590

その他 707

小計 5,591

利息及び配当金の受取額 8

利息の支払額 △92

法人税等の支払額 △64

法人税等の還付額 498

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,942

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △2,100

有形固定資産の売却による収入 3,448

無形固定資産の取得による支出 △152

敷金及び保証金の差入による支出 △489

敷金及び保証金の回収による収入 434

その他 △198

投資活動によるキャッシュ・フロー 942

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入れによる収入 2,600

長期借入金の返済による支出 △4,255

配当金の支払額 △549

その他 47

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,156

現金及び現金同等物に係る換算差額 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,728

現金及び現金同等物の期首残高 13,135

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 17,864
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　1社

連結子会社の名称

台灣萊特昂股份有限公司

前事業年度において非連結子会社であった台灣萊特昂股份有限公司は、重要性が増したため、当連結会計

年度より連結の範囲に含めております。

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

３．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

② デリバティブ

時価法を採用しております。

 

③ たな卸資産

・商品

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３年～39年

構築物　　　　　　　　10年～30年

 

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

③ ポイント引当金

販売促進を目的としたメンバーズ制度により会員顧客に付与したポイントの将来の使用に備えるため、

当連結会計年度末の未使用残高に対して、将来の使用見込に基づく所要額を計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。

 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額

法により按分した額を費用処理することとしております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部における

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

 

(5）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株

主持分に含めております。

 

(6）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用

しております

② ヘッジ手段とヘッジ対象

a.ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…商品輸入による外貨建債権債務及び外貨建予定取引

b.ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っておりま

す。

④ ヘッジの有効性評価の方法

振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省

略しております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連

結会計年度の費用として処理しております。
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（未適用の会計基準等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日改正　企業会計

基準委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2018年２月16日最終改

正　企業会計基準委員会）

(1）概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指

針を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の

見直しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

 

(2）適用予定日

2019年８月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時

点で評価中であります。

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2018年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2018年３月30日　企業会計基準

委員会）

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的

な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、

FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、

Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会に

おいて、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と

整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れ

ることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮す

べき項目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされておりま

す。

 

(2）適用予定日

2022年８月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。
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（連結貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

建物及び構築物 33百万円

土地 475

計 508

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

１年内返済予定の長期借入金 640百万円

長期借入金 1,920

計 2,560

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

減価償却累計額 22,022百万円

 

　３．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。当

該契約に基づく連結会計年度末における当座貸越極度額及び借入未実行残高は次のとおりであります。

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

当座貸越極度額 5,900百万円

借入実行残高 －

差引額 5,900
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（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　当連結会計年度
（自　2017年８月21日
　　至　2018年８月20日）

給与手当及び賞与 9,532百万円

賃借料 10,970

販売促進費 3,568

減価償却費 1,714

賞与引当金繰入額 486

ポイント引当金繰入額 △67

退職給付費用 161

 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

なお、土地と建物及び構築物が一体となった固定資産を売却した際、各資産種類毎では売却益、売却損

が発生しているため、売却益を通算して固定資産売却益を計上しております。

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

土地 457百万円

建物及び構築物 △38

その他 △51

計 367

 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

建物及び構築物 13百万円

工具、器具及び備品 102

除去費用 54

計 170

 

※４．店舗閉鎖損失の内容は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

店舗契約解約損 20百万円

保証金解約損 45

その他 0

計 65
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※５．減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

日本国内

本社 遊休資産 その他 1

北海道地区 店舗　１店舗 建物及び構築物等 5

東北地区 店舗　２店舗 建物及び構築物等 0

関東地区 店舗　22店舗 建物及び構築物等 143

中部地区 店舗　９店舗 建物及び構築物等 90

近畿地区 店舗　７店舗 建物及び構築物等 77

中国地区 店舗　２店舗 建物及び構築物等 8

四国地区 店舗　１店舗 建物及び構築物等 2

九州地区 店舗　５店舗 建物及び構築物等 16

合計 345

　資産のグルーピングは、主として店舗単位とし、また賃貸物件については物件単位としております。

このうち、閉店を決定した店舗及び営業損益が悪化している店舗については、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、また電話加入権については1円まで減額したことにより、減損損失345百万円（建物及び構

築物284百万円、その他60百万円）を計上いたしました。なお、店舗用資産の回収可能価額はゼロもし

くは使用価値により測定しており、割引率は4.8％を用いております。

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

その他有価証券評価差額金：  

当期発生額 △5百万円

組替調整額 －

税効果調整前 △5

税効果額 1

その他有価証券評価差額金 △3

繰延ヘッジ損益：  

当期発生額 1

組替調整額 －

税効果調整前 1

税効果額 △0

繰延ヘッジ損益 0

為替換算調整勘定：  

当期発生額 5

組替調整額 －

税効果調整前 5

税効果額 －

為替換算調整勘定 5

退職給付に係る調整額：  

当期発生額 44

組替調整額 △10

税効果調整前 34

税効果額 △10

退職給付に係る調整額 23

その他の包括利益合計 26
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　2017年８月21日　至　2018年８月20日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 29,631,500 － － 29,631,500

合計 29,631,500 － － 29,631,500

自己株式     

普通株式 2,215,587 254 114,700 2,101,141

合計 2,215,587 254 114,700 2,101,141

（注）１．自己株式数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．自己株式数の減少は、ストック・オプションの行使によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

2011年（第７回）ス

トック・オプションと

しての新株予約権

－ － － － － 10

2015年（第８回）ス

トック・オプションと

しての新株予約権

－ － － － － 73

2017年（第９回）ス

トック・オプションと

しての新株予約権

－ － － － － 6

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 90

（注）2015年（第８回）ストック・オプション、2017年（第９回）ストック・オプションとしての新株予約権は、権

利行使期間の初日が到来しておりません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2017年９月26日

取締役会
普通株式 274 10 2017年８月20日 2017年11月20日

2018年４月３日

取締役会
普通株式 275 10 2018年２月20日 2018年５月８日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年10月２日

取締役会
普通株式 275 利益剰余金 10 2018年８月20日 2018年11月19日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

現金及び預金勘定 17,865百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △0

現金及び現金同等物 17,864

 

（リース取引関係）

オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

１年内 1,246

１年超 668

合計 1,914
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また必要な資金については、主に銀行

借入れや社債発行により調達しております。デリバティブは、外貨建債権債務に係る為替相場の変動リス

クを回避するため及び借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針で

あります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金は、取引先等の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、取引先の信用状況を監視するとともに、取引先ごとの債権残高を随時把握することに

よってリスクの軽減を図っております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております

が、定期的に時価や発行会社の財務状況等を監視し、そのリスク状況を勘案して、保有状況を継続的に見

直すことで、リスクの軽減を図っております。

敷金及び保証金は、建物賃貸借契約等に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。当該

リスクについては、差入先の信用状況を定期的に監視することを通じて、リスクの軽減を図っておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払金は、１年以内の支払期日であります。

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、このうち長期のものについては、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図

るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しておりま

す。ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判

定をもって有効性の評価を省略しております。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」

におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

当連結会計年度（2018年８月20日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 17,865 17,865 －

(2）受取手形及び売掛金 1,730 1,730 －

(3）未収入金 1,482 1,482 －

(4）投資有価証券

その他有価証券
254 254 －

(5）敷金及び保証金 10,262   

貸倒引当金（※１） △16   

 10,245 10,257 11

資産計 31,577 31,589 11

(1）支払手形及び買掛金 1,435 1,435 －

(2）電子記録債務 7,460 7,460 －

(3）未払金 1,147 1,147 －

(4）未払法人税等 519 519 －

(5）長期借入金（※２） 12,470 12,465 △4

負債計 23,032 23,027 △4

デリバティブ取引（※３） （11) （11) －

※１．敷金及び保証金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

２．１年内返済予定の長期借入金を含めております。

３．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては（　）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

（4）投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他有価証

券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得価額との差額は、注記事項（有価証券

関係）をご参照ください。

（5）敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価は、返還予定時期に基づき、合理的に見積った将来キャッシュ・フローをその期

間に応じた無リスクの利率で割り引いた現在価値から、信用リスクを考慮した貸倒見積額を控除した額に

よっております。

 

負　債

（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務、（3）未払金、（4）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

（5）長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされてお

り、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

合理的に見積られる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

デリバティブ取引

　注記事項（デリバティブ取引関係）をご参照ください。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
当連結会計年度
（2018年８月20日）

非上場株式 3

非上場株式については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「２．金融商品の時価等に関する事項（4）投資有価証券」には含めておりま

せん。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

当連結会計年度（2018年８月20日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 17,865 － － －

受取手形及び売掛金 1,730 － － －

未収入金 1,482 － － －

敷金及び保証金 2,718 6,378 1,144 21

合計 23,796 6,378 1,144 21

 

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

当連結会計年度（2018年８月20日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 3,840 3,290 3,020 1,800 520 －

合計 3,840 3,290 3,020 1,800 520 －
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（有価証券関係）

その他有価証券

当連結会計年度（2018年８月20日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 249 189 59

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 249 189 59

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 4 4 △0

(2）債券    

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 4 4 △0

合計 254 194 59

（注）１．非上場株式（連結貸借対照表計上額　３百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　通貨関連

当連結会計年度（2018年８月20日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

為替予約取引     

売建     

台湾ドル 576 － △11 △11

合計 576 － △11 △11

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1）通貨関連

当連結会計年度（2018年８月20日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

為替予約の振当処理

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金 73 － 0

合計 73 － 0

（注）時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

(2）金利関連

当連結会計年度（2018年８月20日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 長期借入金 2,360 1,220 －

合計 2,360 1,220 －

（注）１．時価の算定方法

取引金融機関等から提示された価格等に基づき策定しております。

２．金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、退職給付制度について規約型確定給付企業年金制度を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

退職給付債務の期首残高 1,346百万円

勤務費用 185

利息費用 3

数理計算上の差異の発生額 △46

退職給付の支払額 △63

退職給付債務の期末残高 1,424

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

年金資産の期首残高 1,654百万円

期待運用収益 16

数理計算上の差異の発生額 △1

事業主からの拠出額 140

退職給付の支払額 △63

年金資産の期末残高 1,745

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

 
当連結会計年度

（2018年８月20日）

積立型制度の退職給付債務 1,424百万円

年金資産 △1,745

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △320

  

退職給付に係る資産 △320

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △320

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

勤務費用 185百万円

利息費用 3

期待運用収益 △16

数理計算上の差異の費用処理額 △10

確定給付制度に係る退職給付費用 161
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(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

数理計算上の差異 34百万円

合計 34

 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（2018年８月20日）

未認識数理計算上の差異 2百万円

合計 2

 

(7）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（2018年８月20日）

一般勘定 70％

債券 21

株式 5

現金及び預金 2

その他 2

合計 100

 

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
当連結会計年度

（2018年８月20日）

割引率 0.3％

長期期待運用収益率 1.0％

予想昇給率 2.5％

 

３．確定拠出制度

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：百万円）
 

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

販売費及び一般管理費 31

 

２．権利不行使による失効により利益として計上した金額

（単位：百万円）
 

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

新株予約権戻入益 4

 

３．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
2010年（第６回）
ストック・オプション

2011年（第７回）
ストック・オプション

2015年(第８回）
ストック・オプション

2017年（第９回）
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人

数
当社従業員 681名 当社従業員 ８名 当社従業員 226名

当社取締役 １名

当社従業員 12名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

普通株式 681,000株 普通株式 100,000株 普通株式 199,500株 普通株式 120,000株

付与日 2010年11月25日 2011年11月24日 2015年11月24日 2017年11月24日

権利確定条件 該当はありません 該当はありません 該当はありません 該当はありません

対象勤務期間
対象勤務期間の定め

はありません

対象勤務期間の定め

はありません

対象勤務期間の定め

はありません

対象勤務期間の定め

はありません

権利行使期間
自　2012年11月26日

至　2017年11月24日

自　2013年11月25日

至　2018年11月22日

自　2018年11月25日

至　2025年11月18日

自　2020年11月25日

至　2027年11月16日

（注）株式数に換算して記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社ライトオン(E03240)

有価証券報告書

60/83



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2018年８月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

① ストック・オプションの数

 
2010年（第６回）
ストック・オプション

2011年（第７回）
ストック・オプション

2015年（第８回）
ストック・オプション

2017年（第９回）
ストック・オプション

権利確定前　（株）     

当連結会計年度期首 － － 191,700 －

付与 － － － 120,000

失効 － － 7,100 －

権利確定 － － － －

未確定残 － － 184,600 120,000

権利確定後　（株）     

当連結会計年度期首 119,100 80,000 － －

権利確定 － － － －

権利行使 84,700 30,000 － －

失効 34,400 － － －

未行使残 － 50,000 － －

 

② 単価情報

 
2010年（第６回）
ストック・オプション

2011年（第７回）
ストック・オプション

2015年（第８回）
ストック・オプション

2017年（第９回）
ストック・オプション

権利行使価格（円） 410 541 1,524 920

行使時平均株価（円） 1,046 975 － －

付与日における公正な評

価単価（円）
135 202 439 204

 

４．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された2017年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。

① 使用した評価技法         ブラック・ショールズ式

② 主な基礎数値及び見積方法

 2017年（第９回）ストック・オプション

株価変動性（注）１                          30.75％

予想残存期間（注）２                            6.5年

予想配当（注）３                         20円／株

無リスク利子率（注）４                        △0.103％

（注）１．6.5年（2011年５月から2017年11月まで）の株価実績に基づき算定しております。

２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使期間の中間点において

行使されるものと推定して見積もっております。

３．2017年８月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

５．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

 
 
 

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 55百万円  

賞与引当金 148   

未払事業所税 20   

法定福利費 70   

ポイント引当金 43   

繰越欠損金 177   

その他 190   

計 706   

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 13   

減価償却超過額 51   

減損損失 366   

未払役員退職慰労金 26   

資産除去債務 778   

繰越欠損金 930   

繰延税金資産（固定） 75   

繰延税金資産（固定）小計 2,242   

評価性引当額 △2,191   

繰延税金資産（固定）合計 51   

繰延税金負債（固定）    

退職給付に係る資産 △97   

その他有価証券評価差額金 △18   

資産除去債務に対応する有形固定資産 △144   

その他 △8   

計 △269   

繰延税金資産の純額 488   

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
当連結会計年度
（2018年８月20日）

 
 
 

法定実効税率 30.6％   

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.4   

住民税均等割額 25.0   

評価性引当額の増減額 △17.5   

その他 1.4   

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.0   
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要

不動産賃貸契約に基づく賃貸期間終了時における原状回復義務等であります。

 

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を不動産賃貸借契約期間等と見積り、割引率は当該契約年数等に応じた国債の利回りを参

考に0.0％～2.2％を使用して資産除去債務を計算しております。

 

ハ．当該資産除去債務の総額の増減

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

期首残高 2,601百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 136

時の経過による調整額 6

資産除去債務の履行による減少額 △138

その他増減額（△は減少） 0

期末残高 2,607

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、商品の内容・調達方法、顧客の種類の類似性等から判断して、区分すべき事業セグメント

の重要性が乏しいため、報告セグメントは単一となっていることから、記載を省略しております。

 

【関連情報】

当連結会計年度（自　2017年８月21日　至　2018年８月20日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の商品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省

略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当社の報告セグメントは単一であることから、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

１株当たり純資産額 1,063円22銭

１株当たり当期純利益 16円63銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 16円60銭

 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　2017年８月21日
至　2018年８月20日）

１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 457

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
457

期中平均株式数（株） 27,502,800

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益  

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－

普通株式増加数（株） 50,965

　（うち新株予約権）（株） （50,965）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要

2015年（第８回）ストック・オ

プション

2017年（第９回）ストック・オ

プション

　なお、概要は注記事項（ス

トック・オプション等関係）に

記載のとおりであります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 4,255 3,840 0.7 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 9,870 8,630 0.5 2019年～2023年

合計 14,125 12,470 － －

（注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。なお、リース債務

については、リース料総額に含まれ利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸借対照表に計上して

いるため、「平均利率」は記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3,290 3,020 1,800 520

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） － － － 76,798

税金等調整前四半期（当期）

純利益（百万円）
－ － － 847

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（百万円）
－ － － 457

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
－ － － 16.63

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
－ － － －

（注）当連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、第３四半期までは記載を行っておりません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年８月20日)
当事業年度

(2018年８月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,928 17,746

受取手形及び売掛金 ※２ 1,730 ※２ 1,728

商品 15,826 14,491

繰延税金資産 699 706

未収入金 ※２ 1,810 ※２ 1,505

その他 ※２ 1,723 ※２ 855

貸倒引当金 － △251

流動資産合計 34,718 36,782

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１ 9,232 ※１ 7,024

土地 ※１ 1,903 ※１ 760

その他 2,351 1,868

有形固定資産合計 13,487 9,653

無形固定資産   

ソフトウエア 476 351

その他 30 210

無形固定資産合計 506 562

投資その他の資産   

投資有価証券 260 257

関係会社株式 100 －

前払年金費用 339 318

敷金及び保証金 10,386 10,257

その他 128 120

貸倒引当金 △18 △16

投資その他の資産合計 11,196 10,936

固定資産合計 25,190 21,152

資産合計 59,908 57,934
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年８月20日)
当事業年度

(2018年８月20日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,608 1,435

電子記録債務 ※４ 8,253 7,460

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 4,255 ※１ 3,840

未払金 1,316 1,133

未払法人税等 51 519

賞与引当金 505 486

ポイント引当金 210 143

資産除去債務 86 47

その他 1,386 1,957

流動負債合計 17,674 17,022

固定負債   

長期借入金 ※１ 9,870 ※１ 8,630

繰延税金負債 170 206

資産除去債務 2,506 2,546

その他 155 173

固定負債合計 12,702 11,556

負債合計 30,376 28,579

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,195 6,195

資本剰余金   

資本準備金 6,481 1,481

その他資本剰余金 － 4,921

資本剰余金合計 6,481 6,403

利益剰余金   

利益準備金 78 78

その他利益剰余金   

別途積立金 4,000 4,000

繰越利益剰余金 15,486 15,235

利益剰余金合計 19,564 19,313

自己株式 △2,835 △2,689

株主資本合計 29,406 29,223

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44 41

繰延ヘッジ損益 △0 0

評価・換算差額等合計 44 42

新株予約権 81 90

純資産合計 29,532 29,355

負債純資産合計 59,908 57,934
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2016年８月21日
　至　2017年８月20日)

当事業年度
(自　2017年８月21日
　至　2018年８月20日)

売上高 ※１ 80,028 ※１ 76,623

売上原価 44,151 39,471

売上総利益 35,877 37,152

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 38,727 ※１,※２ 35,781

営業利益又は営業損失（△） △2,849 1,370

営業外収益   

受取家賃 38 38

受取手数料 41 50

その他 ※１ 43 ※１ 47

営業外収益合計 123 136

営業外費用   

支払利息 88 74

賃貸費用 31 33

貸倒引当金繰入額 － 251

控除対象外消費税等 11 109

その他 31 69

営業外費用合計 162 538

経常利益又は経常損失（△） △2,888 968

特別利益   

固定資産売却益 － 367

移転補償金 11 20

新株予約権戻入益 21 4

特別利益合計 32 393

特別損失   

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 248 170

店舗閉鎖損失 217 65

減損損失 567 345

関係会社株式評価損 － 100

特別損失合計 1,032 682

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △3,888 679

法人税、住民税及び事業税 217 351

法人税等調整額 314 29

法人税等合計 532 381

当期純利益又は当期純損失（△） △4,421 298
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2016年８月21日　至　2017年８月20日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
 

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 6,195 6,481 78 4,000 20,621 24,699 △2,936 34,440

当期変動額         

剰余金の配当     △684 △684  △684

当期純損失（△）     △4,421 △4,421  △4,421

自己株式の取得       △0 △0

自己株式の処分     △29 △29 100 70

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － △5,134 △5,134 100 △5,034

当期末残高 6,195 6,481 78 4,000 15,486 19,564 △2,835 29,406

 

      

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等合
計

当期首残高 9 △2 6 87 34,535

当期変動額      

剰余金の配当     △684

当期純損失（△）     △4,421

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     70

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

35 2 37 △6 31

当期変動額合計 35 2 37 △6 △5,003

当期末残高 44 △0 44 81 29,532
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当事業年度（自　2017年８月21日　至　2018年８月20日）

       （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 6,195 6,481 － 6,481 78 4,000 15,486 19,564

当期変動額         

剰余金の配当       △549 △549

当期純利益       298 298

準備金から剰余金への振替  △5,000 5,000 －     

自己株式の取得         

自己株式の処分   △78 △78     

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

        

当期変動額合計 － △5,000 4,921 △78 － － △250 △250

当期末残高 6,195 1,481 4,921 6,403 78 4,000 15,235 19,313

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差
額等合計

当期首残高 △2,835 29,406 44 △0 44 81 29,532

当期変動額        

剰余金の配当  △549     △549

当期純利益  298     298

準備金から剰余金への振替  －     －

自己株式の取得 △0 △0     △0

自己株式の処分 146 68     68

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

  △3 0 △2 9 6

当期変動額合計 146 △182 △3 0 △2 9 △176

当期末残高 △2,689 29,223 41 0 42 90 29,355
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

(2）デリバティブ

時価法を採用しております。

(3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品

売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備並びに構築物は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ３～39年

構築物 10～30年

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(3）ポイント引当金

販売促進を目的としたメンバーズ制度により会員顧客に付与したポイントの将来の使用に備えるため、

当事業年度末の未使用残高に対して、将来の使用見込に基づく所要額を計上しております。

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法

により按分した額を費用処理することとしております。
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４．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1）ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用

しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

ａ．ヘッジ手段・・・為替予約

　　ヘッジ対象・・・商品輸入による外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　ヘッジ対象・・・借入金

③ ヘッジ方針

外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っておりま

す。

④ ヘッジの有効性評価の方法

振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省

略しております。

(2）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しております。
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（表示方法の変更）

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸

表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記

に変更しております。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第26条の２に定める減損損失累計額の注記については、同条第５項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第95条の３の２に定める減損損失に関する注記については、同条第２項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、

同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。
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（貸借対照表関係）

※１．担保提供資産

担保に供している資産

 
前事業年度

（2017年８月20日）
当事業年度

（2018年８月20日）

建物 35百万円 33百万円

土地 475 475

計 511 508

 

担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2017年８月20日）
当事業年度

（2018年８月20日）

長期借入金（１年内返済分含む） 3,300百万円 2,560百万円

 

 

※２．関係会社に対する金銭債権債務

 
前事業年度

（2017年８月20日）
当事業年度

（2018年８月20日）

短期金銭債権 475百万円 605百万円

 

 

　３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。当該契

約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2017年８月20日）
当事業年度

（2018年８月20日）

当座貸越限度額 5,900百万円 5,900百万円

借入実行残高 － －

差引額 5,900 5,900

 

※４．期末日満期手形等の会計処理については、前事業年度末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

 
前事業年度

（2017年８月20日）
当事業年度

（2018年８月20日）

電子記録債務 5,128百万円 －百万円
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（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2016年８月21日
　　至　2017年８月20日）

当事業年度
（自　2017年８月21日
　　至　2018年８月20日）

営業取引高 31百万円 38百万円

営業外取引高 5 8

計 36 47

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度約89％、当事業年度約89％、一般管理費に属する

費用のおおよその割合は前事業年度約11％、当事業年度約11％であります。

　主要な費目及び金額

 
前事業年度

（自　2016年８月21日
　　至　2017年８月20日）

当事業年度
（自　2017年８月21日
　　至　2018年８月20日）

給与手当及び賞与 10,102百万円 9,452百万円

賃借料 10,873 10,914

販売促進費 4,678 3,527

減価償却費 1,763 1,688

賞与引当金繰入額 505 486

ポイント引当金繰入額 △48 △67

退職給付費用 144 161

 

（有価証券関係）

関係会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式－百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は関

係会社株式100百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載して

おりません。

当事業年度において、関係会社株式について100百万円の減損処理を行っております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2017年８月20日）
 

当事業年度
（2018年８月20日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 24百万円 55百万円

賞与引当金 155  148

未払事業所税 22  20

法定福利費 73  70

ポイント引当金 64  43

貸倒引当金 －  76

繰越欠損金 194  177

その他 164  190

繰延税金資産（流動）小計 699  783

評価性引当額 －  △76

繰延税金資産（流動）合計 699  706

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 14  13

減価償却超過額 55  51

減損損失 407  366

未払役員退職慰労金 26  26

資産除去債務 763  775

関係会社株式評価損 －  30

繰越欠損金 1,005  845

その他 82  75

繰延税金資産（固定）小計 2,355  2,185

評価性引当額 △2,259  △2,134

繰延税金資産（固定）合計 96  51

繰延税金負債（固定）    

前払年金費用 △103  △96

その他有価証券評価差額金 △19  △18

資産除去債務に対応する有形固定資産 △144  △142

繰延税金負債（固定）合計 △266  △257

繰延税金資産又は負債（固定）の純額 △170  △206

繰延税金資産の純額 529  500

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2017年８月20日）
 

当事業年度
（2018年８月20日）

法定実効税率 －％  30.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  8.0

住民税均等割額 －  31.2

評価性引当額の増減額 －  △13.4

その他 －  △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  56.1

 

（注）前事業年度は、税引前当期純損失のため記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区分 資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形

固定資産

建物及び構築物 22,993 955
4,337

（284）
19,611 12,586 933 7,024

土地 1,903 － 1,143 760 － － 760

その他 11,592 359
681

（58）
11,271 9,402 593 1,868

計 36,490 1,314
6,162

(343）
31,642 21,989 1,527 9,653

無形

固定資産

ソフトウエア 2,874 36 － 2,910 2,558 160 351

その他 43 192
13

（1）
222 12 － 210

計 2,917 229
13

（1）
3,133 2,571 160 562

（注）１．当期首残高および当期末残高は、取得価額により記載しております。

２．当期減少額欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

３．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物及び構築物 トリエ京王調布店他 内外装設備 439百万円

 トリエ京王調布店他 電気空調工事 308　〃

その他 トリエ京王調布店他 サイン工事 108　〃

 トリエ京王調布店他 什器取付工事 173　〃

４．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物及び構築物 つくば本社 売却による 3,399百万円

 竜ケ崎店他 店舗閉鎖、改装による 555　〃

土地 つくば本社 売却による 1,143　〃

その他 竜ケ崎店他 店舗閉鎖、改装による 542　〃

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 18 268 18 268

賞与引当金 505 486 505 486

ポイント引当金 210 143 210 143

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ８月21日から８月20日まで

定時株主総会 決算期の翌日から３か月以内

基準日 ８月20日

剰余金の配当の基準日 ８月20日　２月20日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告を

することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりです。

http://www.right-on.co.jp/biz/

株主に対する特典

毎年８月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して、所有株式

数により次のとおり、優待券を贈呈する。

 
所有株式数  優待券

100株以上500株未満  3,000円（1,000円券３枚）

500株以上1,000株未満  5,000円（1,000円券５枚）

1,000株以上  7,000円（1,000円券７枚）
 

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項

の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当

てを受ける権利以外の権利を有しておりません。

２．2018年11月16日開催の第39期株主総会において、定款の一部変更を決議し、事業年度が次のとおりとなり

ました。

１．事業年度　　　　　　　　　９月1日から８月31日まで

２．定時株主総会　　　　　　　11月中

３．基準日　　　　　　　　　　８月31日

４．剰余金の配当の基準日　　　２月末日、８月31日

なお、第40期事業年度については、2018年８月20日から2019年８月31日までの12か月11日間となります。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第38期）（自　2016年８月21日　至　2017年８月20日）2017年11月17日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

2017年11月17日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第39期第１四半期）（自　2017年８月21日　至　2017年11月20日）2018年１月４日関東財務局長に提出

（第39期第２四半期）（自　2017年11月21日　至　2018年２月20日）2018年４月５日関東財務局長に提出

（第39期第３四半期）（自　2018年２月21日　至　2018年５月20日）2018年７月４日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

2017年11月20日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会

における議決権行使結果）に基づく臨時報告書であります。

2017年11月20日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約

権の付与）に基づく臨時報告書であります。

2018年3月2日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の

異動）に基づく臨時報告書であります。

(5）臨時報告書の訂正報告書

2017年11月24日関東財務局長に提出

2017年11月20日提出の臨時報告書（新株予約権の付与）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  2018年11月16日

株式会社ライトオン   

 

 取締役会　御中  

 

 有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　俊之　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野口　昌邦　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大津　大次郎　印

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ライトオンの2017年８月21日から2018年８月20日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ライトオン及び連結子会社の2018年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ライトオンの2018年

８月20日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社ライトオンが2018年８月20日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
 
　（注）１．上記は当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  2018年11月16日

株式会社ライトオン   

 

 取締役会　御中  

 

 有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 西田　俊之　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 野口　昌邦　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大津　大次郎　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ライトオンの2017年８月21日から2018年８月20日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ライトオンの2018年８月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
 
　（注）１．上記は当社（有価証券報告書提出会社）が監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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